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【要旨】 
平成１９年度は、新潟県中越地震で斜面崩壊が多発した芋川流域において、引き続き地震後の土砂生産量の実態の把握

を進めるとともに、砂防えん堤に設置された地震計のデータの整理分析を行った。その結果、以下のことが明らかにな

った。①芋川流域内の崩壊跡地で計測した年平均侵食速度は 2.0cm/yr であり、同流域内で地震後に計測された崩壊生

産土砂量に対して１オーダー以上小さいこと等、地震後の山地流域の土砂生産特性に関する知見を得るとともに、②堤

長/堤高比が 8 以下の場合には、基礎地盤に比べてえん堤堤体の加速度が 2 倍以上となるケースが見られる等、砂防え

ん堤の基礎地盤、堤体の地震動に対する応答特性に関する知見を得た。 

 
キーワード：地震応答特性、砂防えん堤、芋川、土砂生産、レーザー計測 
 
 
1．はじめに   
 本研究は、地震後の降雨、融雪による荒廃度や土砂流

出の推移など土砂動態を追跡して、大規模地震後の流域

からの生産・流出土砂量の変化予測手法の開発を行うこ

とと、地震動の砂防施設への影響度を評価するとともに

合理的な設計手法の検討を行うなど、地震動による土砂

災害の安全度評価手法を提案することを目的とする。 

 平成 19 年度は、砂防えん堤に設置された地震計のデ

ータの整理分析を行うとともに、新潟県中越地震で斜面

崩壊が多発した芋川流域において、引き続き地震後の土

砂生産量の実態の把握を進めた。 

 
2．地震後の山地流域における降雨・融雪に伴う土砂生

産特性について 
2．1   はじめに 

 平成16年（2004年）10月23日，新潟県中越地方で最

大震度7，Ｍ6.8の地震が発生した。その後もＭ6.0を超

える余震が複数回発生し，各地で甚大な被害が生じた。

この本震と余震により芋川流域でも多数の斜面崩壊や地

すべりが発生した。同流域では、その後の豪雨や豪雪後

の融雪に対しても、多くの斜面崩壊が発生し、斜面崩壊

由来の活発な土砂生産が継続していることが平成 18 年

度までの検討から明らかになっている1)。 

 平成 19 年度は、芋川流域における土砂生産プロセス

の一つである斜面崩壊跡地の侵食由来の土砂生産量を現

地計測によって明らかにした。 

 また、斜面崩壊由来の土砂生産量の経年的な推移を

1995 年兵庫県南部地震後の六甲山地における推移と比

較し、その特徴を検討した。 

 

2．2   地上レーザ測量による中越地震後の芋川流域に

おける裸地斜面の侵食速度の算出 

 平成 16 年 10 月 23 日に発生した新潟県中越地震によ

り，多数の斜面崩壊や地すべりが発生した。芋川流域で

は，地震後に複数時期の航空レーザ測量が実施されてお

り，その差分処理により，地震後の流域全体の土砂動態

が示されている1)。しかしながら，航空レーザ測量結果

には精度上の限界があり，個々の崩壊斜面における地震

後の細かな侵食特性（ガリー侵食，表面侵食など）の詳

細は把握されていない。 

 一方で，斜面における侵食速度を把握する手法として，

侵食杭や斜面下部に沈砂池を設けた研究がなされている

が2)，3)，地点ごとあるいは斜面全体で平均した侵食速度

の計測であり，面的な斜面の侵食特性は明確にされてい

ない。 

 そこで，本研究では中越地震により斜面崩壊が多数発

生した芋川流域における代表的な斜面において，面的な

計測が可能である地上レーザ測量を用いて，2 時期でレ

ーザ計測を行い，その計測結果の差分をとることで，崩

壊後の降雨や積雪・融雪による面的な侵食特性の把握を

試みた。 

2.2.1  研究手法および研究対象地域   
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表-1 に計測に用いたレーザ測量データの諸元を示す。

計測は2006年11月と2007年7月に実施した。解析はそ

れぞれの時期に計測したデータを基に 10cmDEM を作成し，

2 時期の差分値を算出することで土砂の変動量を把握し

た。 

 

寺野天然ダム 

東竹沢天然ダム 

神沢川支川 

寺野天然ダム

東竹沢天然ダム

対象箇所：神沢川支川

 

図-1 研究対象とした神沢川支川の位置 

 研究対象箇所とした斜面の位置を図-1 に示す。対象

箇所は芋川流域内の神沢川支川に位置する崩壊斜面であ

り，幅約 50～60m，長さ約 120m，斜面勾配 38°程度を呈

する(図-2)。また，周辺の地質は砂岩・泥岩互層からな

る。対象斜面は，地震により崩壊した土砂が斜面末端部

に崖錐状に堆積しており，崩壊面は基岩が露出している

状況である。 

2.2.2  解析結果および考察 

（1）崩壊斜面における計測結果 

図-2 に解析対象範囲を示す。用いた写真は 2007 年 7

解析対象範囲

断面計測箇所

 

 

凡例：(cm)

 
図-2 解析対象範囲（左図）と解析結果（右図、図中の破線は、図-3に示す縦断面の縦断線） 

表-1 地上レーザ測量の諸元 

性能項目 2006年 (H18年 )11月 2007年 (H19年 )7月

使用機種 LM S‐Z420i（Riegl社） GX200（Tr imb le社）

測定範囲 2～ 1000m（反射率80%） 2～200m

スキャニング角 垂直80°×水平360°
水平 ～60°（水平広角）

垂直 ～360°（垂直広角）

レーザ波長 905nm（近赤外） 640nm（青色）

測定精度 標準±10m m 標準6m m

レーザービーム角
（スポットサイズ）

25mm（100mのとき） 3m m（50mのとき）
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図-3 2時期の断面の比較（2006年11月、2007年7月） -
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図-4 崩壊による生産土砂量との比較 
月撮影のものであり，斜面内に植生が見受けられるが，

解析にあたってはフィルタリング処理を行うことで植生

の影響は除去している。 

2時期における解析結果を図-2ならびに表-2に示す。

図-2 によると，一部で局所的な侵食・堆積やガリー状

の侵食が確認される。現地踏査が可能である斜面下部に

ついて現地にて解析結果との整合性の確認を行った結果，

解析による侵食・堆積状況と現地状況はほぼ一致してい

た。 

次に，図-3 に図-2 の明瞭な侵食が認められる箇所に

おいて，斜面傾斜方向（破線部分）の2時期の断面を示

すが，断面中央部分で 2006年から 2007年にかけて大き

く侵食しているのがわかる。現地にて確認したところ，

この侵食部分は降雨による表面侵食ではなく，融雪時の

スランプ状のごく小規模な崩壊により土砂移動が生じた

ものと推察された。 

対象斜面ではガリー侵食や積雪・融雪時の小規模な崩

壊と考えられる局所的な侵食が存在するとともに侵食部

の下方には堆積部が認められる箇所も存在する。このこ

とは，斜面全体が一様に侵食しているのではなく，侵食

域と堆積域が偏在しており，全体としてみると侵食傾向

であることがわかる。 

（2）崩壊斜面における侵食速度と他事例との比較 

解析結果を用いて，対象斜面における年間の侵食速度

を算出すると，約2.0cm/yrとなる(表-2)。花崗岩地帯の

裸地斜面や降灰後の斜面において侵食速度を求めた既往

研究成果と比較すると(表-3)，降灰直後の有珠山の斜面

における侵食速度より小さいものの，風化花崗岩地帯の

裸地斜面における侵食速度よりも大きいことがわかる。 

（3）崩壊斜面からの侵食による芋川流域全体における

土砂流出 

芋川流域全体における崩壊斜面からの侵食を起因とし

た土砂生産量の概略値を把握するために，芋川流域にお

ける崩壊面積(2006年5月の空中写真より算出)に侵食速

度を乗じて侵食量を求め，年間あたりの土砂量に換算す

ると約2.7万m3/yrと算出される。次に，芋川流域におけ

る崩壊による土砂量と斜面侵食による土砂量を比較する。

崩壊による生産土砂量は航空LPを用いた解析により求め

表-3 他事例との侵食速度の比較 

地震による崩壊後の斜面が対象2.0砂岩泥岩互層38地上LP
2006/11～

2007/7
神沢川支川

リル・ガリーを含む平均侵食深よ
り算出．降灰直後の斜面が対象

5.4
火山灰
軽石

上部：20
下部：36

侵食杭
1978/9～

1979/12
有珠山3)

裸地斜面が対象0.5～1.0風化花崗岩34沈砂池
1979～
1983

若女裸地谷
（田上山地）2)

備考
年平均侵食速度

斜面全体
（cm/y）

地質
傾斜
（°）

測定方法計測期間計測地域
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表-2 解析結果の整理 

1894

期間降水量
(mm)

0.0011.993975237395246斜面全体

年平均侵食速
度(cm/yr)

降雨当たり侵
食速度

(cm/yr/mm)

対象面積
(m3) 堆積量(m3)侵食量(m3)期間(日)対象

1894

期間降水量
(mm)

0.0011.993975237395246斜面全体

年平均侵食速
度(cm/yr)

降雨当たり侵
食速度

(cm/yr/mm)

対象面積
(m3) 堆積量(m3)侵食量(m3)期間(日)対象
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た値を用いる1)。斜面侵食はこの期間のデータがないた

め，計測対象期間の侵食速度を期間雨量で除し，仮に今

回対象とした期間と地震後～2006年5月の期間の受食性

が同じと仮定して，この期間の崩壊面積と期間雨量から

土砂量を推定するとそれぞれ，3 万m3/yr（2004/11-

2005/5），5.8 万m3/yr（2005/5-2006/5）と算定される。こ

れは 110 万（2004/11-2005/5），80 万（2005/5-2006/5）と

見積もられる崩壊による土砂量より大幅に小さく，その

5%程度に相当することがわかる(図-4)。 

 

2．3   新潟県中越地震後の芋川流域の降雨・融雪に伴

う斜面崩壊に伴う土砂生産特性の経年変化について 

 地震後の降雨に伴う土砂生産、特に斜面崩壊の発生に

ついては、1995 年の兵庫県南部地震後の六甲山地にお

いて詳細に調査されている。冨田ほか(1996)は、地震後

の降雨によって発生した斜面崩壊は、空間的には断層周

辺に集中しており、また、地震前に発生した崩壊よりも

少ない雨量で発生していることを明らかにした4)。一方、

平野ほか(1997)は、地震による崩壊が多く発生したエリ

アでは、その後の降雨によってさらに多くの斜面崩壊が

発生するエリアと、その後の降雨では斜面崩壊がむしろ

発生しなくなるエリアがあることを明らかにしている5)。 

 本報では、中越地震によって斜面崩壊が多数発生した

第三紀堆積岩類の芋川流域において、地震後の降雨・融

雪に伴う斜面崩壊発生特性とその経年変化について、典

型的な風化花崗岩山地である六甲山地における地震後の

斜面崩壊発生の推移と比較を行い、考察した結果を報告

する。 

2.3.1  研究方法 

 研究対象範囲は中越地震で多数の斜面崩壊が発生した

芋川流域（流域面積約 38km2）とした（図-5）。地震後に

撮影された 3 時期の空中写真より（表-4）、新規崩壊地、

あるいは拡大崩壊地の数、面積を判読した。また、同流

域に間隔1㎞のメッシュを重ね、メッシュ毎の崩壊数を

集計した。 

2.3.2  検討結果と考察 

 図-6 に、1995 年の兵庫県南部地震後の降雨によって

発生した斜面崩壊数の推移と、2004 年の中越地震後の

降雨、融雪によって芋川流域で発生した斜面崩壊数およ

び崩壊面積の推移を示す。それぞれ約2年間の推移を示

している。どちらも、地震時の崩壊発生数としてはほぼ

同じ約 1500 箇所程度であるが、その後の降雨等による

崩壊発生の推移は異なる。六甲山地では、1 月に地震が

発生し、その後、半年間は雨も少なかったためか、ほと

んど大きな崩壊は発生しなかった（図-6 下段）。しかし、

その後の降雨により、六甲山地全域で斜面崩壊が多発し

た（図-6 下段）。一方、芋川では、地震後の半年間に豪

雪を経験し、融雪後の調査で多数の斜面崩壊が発生した

（図-6 上段）。その後も豪雨、豪雪が続き、1 年半後の

時点でも多くの斜面崩壊が発生している。六甲山地と芋

川では、地震後の降雨・融雪の状況が大きく異なるが、

地震後の累積降水量で両者における崩壊発生推移を比較

する。図-7 の横軸は、芋川流域と六甲山地における地

震後の累積降水量である。一方縦軸は、それぞれの地域

でその後の降雨・融雪に伴い発生した新規崩壊の累積発

生数である。これによると、六甲山地では、地震後

2000mm程度の降雨を経験するまでは新規崩壊の発生は顕

著であるが、その後は新規崩壊があまり発生しなくなっ

た。一方、芋川流域では、新規崩壊の発生傾向は鈍化し

ているようではあるが、累積雨量が 5000mm 近くに達し

てもまだ緩やかに増大を続けているように見える。もち

ろん、同じ総降水量とは言え、降雨として斜面崩壊に寄

与した降水量と、融雪水として斜面崩壊に寄与した降水

量ではその意味合いは同じではないと考えられるが、両

者の地質的、地形的な素因の違いや、地震動の影響の違

いが表れていると考えられる。 

 
図-5 検討対象流域図 

 また、拡大崩壊の数という点でも、芋川流域と六甲山

地では大きく様相が異なる。六甲山地では、新規崩壊数

に比べてその数が極めて少ないが、芋川流域では、1 年

半後の調査結果では、その発生数が新規崩壊発生数を約

2 倍上回っている。六甲山地と比較して、芋川流域にお

いては、斜面崩壊の発生が経年的に長く継続しているこ
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表-4 検討に使用した空中写真 
撮影時期 縮尺 撮影機関 備考 

と、そして、拡大崩壊の発生が顕著であることが特徴で

ある。ただし、芋川においては、2004-2005 年には平成

17年豪雪が、2005-2006年には平成18年豪雪があり、ま

た、平成 17 年 6 月には、既往最大の雨量に相当する豪

雨があったことに注意を要する。 

 図-6 の中段に空中写真から判読した新規・拡大崩壊

の面積の推移を示す。新規崩壊発生数における2005年5

月と 2006 年 5 月の違いはそれほど大きなものではなか

ったが、面積としては大きく減少していることが分かる。

降雨・融雪を誘因とする斜面崩壊の発生に対する中越地

震の影響は相対的に低下していることがうかがえる。

一方、拡大崩壊は、発生数、面積とも増加している。

2005 年 5月 11 日撮影の空中写真の判読結果によれば、

拡大崩壊は既往崩壊地の上部から内部にかけて発生し

ている事例が最も多く、ついで両側で多く発生した。

既往崩壊地の下部での発生数は少なかった。 

豪雪地帯の芋川では、崩壊によって斜面の樹林がなく

なったために積雪のグライドによって斜面崩壊が助長

されていることが理由として考えられる。 

 図-8 は、芋川流域（下図）および六甲山地（上

図）について求めた地震による 1km2あたりの新規崩壊

 
図-8 芋川流域（下図）および六甲山地5)（上図）に

ついて求めた地震による 1km2あたりの崩壊数mと

その後の降雨・融雪による崩壊数nの関係 

2004年10月24日 1/10,000 国土交通省北陸地方整備局湯沢砂防事務所 地震の翌日 
2005年5月11日 1/10,000 国土交通省北陸地方整備局湯沢砂防事務所 平成17年豪雪 
2006年5月15-16日 1/10,000 国土交通省北陸地方整備局湯沢砂防事務所 平成17年梅雨前線豪雨 

平成18年豪雪 
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数mとその後の降雨・融雪による新規崩壊数nの関係を示

したものである。崩壊の発生密度は、六甲山地ではおお

むねm+n<50の範囲に収まっている一方で、芋川流域では

ほぼ全域でそれを上回っていることが分かる。 

 また、六甲山地では、地震時には崩れなかったがその

後の雨で斜面崩壊が多数発生するようになったエリアや、

地震時には数多くの斜面崩壊が発生したものの、その後

の降雨では崩壊があまり発生しなかったエリアがある等、

おおむねm+nが 20～50 の間に収まっていることが指摘さ

れている5)。一方、芋川流域では、地震時に斜面崩壊が

多く発生したエリアにおいて、その後の新規崩壊も多く

発生するという傾向があると言える。六甲の花崗岩山地

と、芋川流域の第三紀堆積岩類で構成された山地は、斜

面崩壊に対する素因が大きく異なると考えられる。この

素因の違いと、地震後の降雨・融雪および積雪の有無に

伴う両者の斜面崩壊発生傾向の違いの因果関係の検討は

今後の課題である。 

 

3．砂防えん堤の地震応答特性 

1995 年１月 17 日の兵庫県南部地震では，砂防えん堤

等の砂防施設では著しい機能の損失や，人命・家屋への

直接的な災害および二次災害は生じなかった。しかし，

この地震により，他の土木構造物が大きな被害を受けて

いることに鑑み，社団法人砂防学会は，砂防えん堤の耐

震性について検討を行った。その結果，現行の設計基準

は耐震性の面からは妥当であるとした上で，実測データ

に基づき，砂防えん堤の基礎および堤体の振動特性を明

らかにし，解析手法の妥当性を検証する必要があるとし

た7）。このため，建設省（当時），各都道府県では，

1995 年以降，砂防えん堤に地震計を設置し，地震動デ

ータの観測を行っている。平成 17 年度に国土交通省砂

防部が調査した結果，全国で342の砂防えん堤に地震計

が設置されている。本検討では砂防えん堤の地震応答特

性を明らかにするための基礎資料を作成することを目的

として、1996 年から 2006 年までの，地震計データの分

析を行った8）。 

3.1 観測データ 

表-5 に対象とした地震データ，表-6 に解析を行った

砂防えん堤（44 ケース）の諸元を示す。表-5 について

は規模が大きく，ひとつの地震に対して，震源からの距

離が異なる複数の箇所でデータが観測されている地震の

うち，ノイズの影響を受けているデータが少ないこと

（波形を見て判断）を条件に４地震を選定し，表-6 に

示すえん堤を対象に解析を行なった。 

表-6 に示す地震計設置位置についての概念図を図-9

に示す。本報告で対象とする 44 基の砂防えん堤は，す

べて堤体（袖部天端）と地盤の両者に地震計が設置され 

表-6 解析を行った砂防えん堤の諸元 

 No. 対象地震 型式
堤高
(m)

堤頂長
(m)

地震計位置
（堤体：天端）

地震計位置
（地盤）

1 鳥取県西部地震 重力式コンクリート 13.5 44.0 左岸袖 左岸下

2 鳥取県西部地震 その他（鋼製箱枠） 7.9 124.0 右岸袖 右岸上

3 鳥取県西部地震 重力式コンクリート 11.0 45.5 右岸袖 右岸下

4 鳥取県西部地震 重力式コンクリート 14.0 62.4 右岸袖 右岸下

5 鳥取県西部地震 石積 8.0 58.0 左岸袖 左岸下

6 鳥取県西部地震 重力式コンクリート 16.0 101.0 左岸袖 左岸下

7 鳥取県西部地震 ｱｰﾁ式 36.5 91.4 右岸袖 右岸下

8 鳥取県西部地震 重力式コンクリート 15.0 53.9 左岸袖 左岸上

9 鳥取県西部地震 重力式コンクリート 7.0 88.0 左岸袖 左岸下

10 鳥取県西部地震 重力式コンクリート 8.5 42.0 左岸袖 左岸上

11 鳥取県西部地震 重力式コンクリート 10.0 47.0 右岸袖 右岸下

12 芸予地震 重力式コンクリート 14.5 49.0 左岸袖 左岸下

13 芸予地震 銅製オープン 14.5 100.0 左岸袖 左岸上

14 芸予地震 重力式コンクリート 20.8 71.9 右岸袖 右岸上

15 芸予地震 重力式コンクリート 14.5 58.0 右岸袖 右岸下

16 芸予地震 重力式コンクリート 14.5 51.0 右岸袖 右岸下

17 芸予地震 重力式コンクリート 13.0 42.0 右岸袖 右岸下

18 芸予地震 重力式コンクリート 14.0 73.4 右岸袖 右岸下

19 芸予地震 重力式コンクリート 16.0 101.0 左岸袖 左岸下

20 芸予地震 ｱｰﾁ式 36.5 91.4 右岸袖 右岸下

21 芸予地震 重力式コンクリート 15.0 53.9 左岸袖 左岸上

22 芸予地震 ｱｰﾁ式 36.6 109.7 右岸袖 左岸上

23 芸予地震 重力式コンクリート 14.0 78.0 右岸袖 右岸下

24 芸予地震 重力式コンクリート 6.0 19.0 左岸袖 右岸下

25 芸予地震 鋼製ｸﾛｰｽﾞﾄﾞえん堤 6.0 28.4 左岸袖 左岸上

26 2003年宮城県沖地震 重力式コンクリート 8.0 51.0 右岸袖 右岸下

27 2003年宮城県沖地震 重力式コンクリート 22.0 99.0 右岸袖 右岸下

28 2003年宮城県沖地震 重力式コンクリート 10.7 53.5 右岸袖 右岸下

29 2003年宮城県沖地震 重力式コンクリート 9.5 76.0 左岸袖 左岸下

30 2003年宮城県沖地震 隔壁ﾀﾞﾌﾞﾙｳｫｰﾙ 8.0 60.0 右岸袖 右岸上

31 2003年宮城県沖地震 木製枠＋詰石 7.4 19.0 右岸袖 右岸上

32 2003年宮城県沖地震 重力式コンクリート 14.0 144.0 左岸袖 左岸下

33 2003年宮城県沖地震 重力式 10.0 77.0 右岸袖 右岸下

34 2003年宮城県沖地震 鋼製ｽﾘｯﾄ 6.0 33.2 左岸袖 左岸上

35 2003年宮城県沖地震 重力式コンクリート 7.5 103.5 左岸袖 右岸下

36 2003年宮城県沖地震 重力式コンクリート 12.0 43.5 左岸袖 左岸下

37 2003年宮城県沖地震 重力式コンクリート 13.0 84.0 左岸袖 左岸下

38 2005年宮城県沖地震 重力式コンクリート 10.5 97.5 左岸袖 左岸下

39 2005年宮城県沖地震 重力式コンクリート 10.0 54.4 左岸袖 左岸下

40 2005年宮城県沖地震 重力式コンクリート 17.0 105.0 右岸袖 左岸下

41 2005年宮城県沖地震 重力式コンクリート 11.0 82.5 右岸袖 右岸下

42 2005年宮城県沖地震 重力式コンクリート 15.0 78.0 左岸袖 左岸下

43 2005年宮城県沖地震 重力式コンクリート 12.5 78.0 右岸袖 右岸上

44 2005年宮城県沖地震 重力式コンクリート 9.5 57.0 左岸袖 左岸下

表-5 対象とする地震データ 

 地震発生日 対象地震 マグニチュード
震源深さ

(km)
最高震度 震源位置

2000年10月6日 鳥取県西部地震 7.3 9 6強 35゜16.4'N　133゜20.9'E　

2001年3月24日 芸予地震 6.7 46 6強 34゜7.9'N　132゜41.6'E　

2003年5月26日 2003年宮城県沖地震 7.1 72 6強 38゜49.2'N　141゜39.0'E　

2005年8月15日 2005年宮城県沖地震 7.2 42 6強 38゜8.9'N　142゜16.6'E　

 

図-9 砂防えん堤の地震計設置概念図 
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ている。地盤について「左（右）岸上」とは，水通し

の位置と同等もしくはそれ以上の高 か

ん入部付近の地山もしくは袖部の両岸の斜面等に設置さ

れている。一方，「左（右）岸下」とは，水通しより低

い位置に設置されているものを指す。地震計は主に砂防

えん堤の基礎地盤に設置されているが，砂防えん堤の付

帯施設（側壁護岸，前提保護工）の上に設置されている

ものもある。 

さで，主に袖部の

3.2 砂防えん堤の地盤の地震応答特性 

 砂防えん堤の地盤で得られた観測記録について検討し

た。図-10 に地震ごとに独立行政法人防災科学技術研究

所の強震観測網「K-net」9），基盤強震 KiK-

net」

観測網「

離

。 

る場

の違いが

で

の

に対

10）で得られた地震動の水平最大加速度と，砂防え

ん堤の地盤で観測された水平最大加速度を比較したもの

を示す。観測記録については，震源から遠方の観測点は

工学的にあまり意味がないと考えられるため，本検討で

はM7 以上については震源距離 300km以内，M6.6～7 未満

については震源距 200km以内のデータを対象とした。

いずれも，砂防えん堤の地盤で観測された地震動はK-

net ，KiK-netで観測されたデータの範囲内であり，同じ

震源距離のK-net ，KiK-netのデータと比較して加速度が

小さい領域のデータが多かった

理由としては以下のことが考えられる。砂防えん堤は

山間地に築造され，良好な基盤であることが一般的であ

る。一方，K-net，KiK-netは日本全国の様々な箇所に設

置されており，平野部等沖積層が厚く堆積している箇所

にも設置されてい 合もある。このような地震計が設

置されている地盤 ，砂防えん堤の地盤での地震

動が相対的に小さかった一因と考えられ，既往の研究成

果とも調和的な傾向である。ただし，地震動に影響を与

える因子としては，地盤だけでなく，地形11)など様々な

パラメータが関係していると言われており，更なる検討

が必要である。 

3.3 砂防えん堤の堤体の地震応答特性 

図-11 に地盤で観測された水平最大加速度と，堤体の

天端 観測された水平最大加速度の関係を示す。図-11

によると，えん堤の加速度が地盤の加速度を上回ってい

るも が44ケース中25ケースあり，全体の56％を占め

る。地盤の加速度 し，2 倍以上の値を観測した事例

が９ケースあった。 

次に，地盤に対する砂防えん堤（堤体）の水平加速

度の比と砂防えん堤の諸元の関係を図-12～14 に示す。

図-12，図-13に示したとおり，地盤に対する堤体の水平

加速度は，堤長，堤高とは顕著な関係は見られなかった。

一方，図-14 に示したとおり，水平加速度の比は，堤長

に対する堤高の比（堤長/堤高）が大きくなるに従い，

小さくなる傾向が示された。具体的には，堤高に対する

堤長の比が8を超える場合には，地盤に対する堤体の水

平加速度の比が2を越えるケースはなかったのに対し，
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図-11 地盤水平最大加速度とえん堤の水平加速度の

関係 
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堤高に対する堤長の比が8未満の場合には，地盤に対す

る堤体の水平加速度の比が 2 を超過するものは 39 ケー

ス中，9 ケースあった。また，地盤と比較して堤体の加

速度は最大４倍程度まで増幅されているものが確認でき

た。 

ここで，砂防設備の耐震設計に関する検討委員会では，

兵庫県南部地震で被災した西山砂防えん堤（水平・縦打

継目にクラックが発生）および被災がなかった水晶谷砂

防えん堤について 3 次元FEMによる地震応答解析により，

地震時の挙動を検討している12)。その計算結果を図-14

にプロットした。図より，両えん堤の解析結果は1.0以

下の値を示している。これは当時山地の観測データがな

かったため，入力地震動は神戸海洋気象台の波形を基本

として，ダムサイトの最大加速度値を参考に振幅を縮小

させて入力していることが原因のひとつと考えられる。 

 

4．まとめ 
 平成 19 年度は、新潟県中越地震で斜面崩壊が多発し

た芋川流域において、引き続き地震後の土砂生産量の実

態の把握を進めるとともに、砂防えん堤に設置された地

震計のデータの整理分析を行った。その結果、以下のこ

とが明らかになった。 

1）地震後の山地流域における降雨・融雪に伴う土砂生

産特性について 

①中越地震に伴う崩壊斜面における年平均侵食速度は

2.0cm/yr(2006/11/16～2007/07/20)と算出された。 

②この侵食速度と他研究事例を比較すると，降灰直後の

斜面より小さいものの，風化花崗岩地帯の裸地斜面の侵

食速度よりは大きい結果となった。 

③芋川流域における崩壊による土砂生産量と比較すると，

侵食による土砂生産量は1オーダ以上小さく見積もられ

た。 

④芋川流域における地震後の降雨・融雪に伴う崩壊土砂

生産特性は、以下の点で大きく兵庫県南部地震後の降雨

に伴う六甲山地における崩壊発生と相違点が見られた。

すなわち、六甲山地に比べて、崩壊発生件数の経年的な

減少過程が緩やかであるとともに、拡大崩壊が著しく多

かった。また、地震時に斜面崩壊が多く発生したエリア

において、その後の新規崩壊も多く発生するという傾向

があった。 

2）砂防えん堤の地震応答特性について 

①砂防えん堤の地盤で観測されたデータについて，K-

net，KiK-net の地震計で観測されたデータと比較すると，

同じ震源距離の K-net ，KiK-net のデータと比較して加

速度が小さい領域のデータが多かった。 

②地盤の最大加速度と堤体の最大加速度について，今回

のデータではえん堤の加速度が地盤の加速度を上回って

いるものが25ケースあり，全体の56％を占めた。 

③堤長／堤高が８を越える場合には，堤体／地盤が２を

超えるものはなかったのに対し，堤長／堤高が８を下回

る場合には，堤体／地盤が２を超過するものは 39 ケー

ス中，９ケースあった。 

 

平成 20 年度は，地震後の山地流域における土砂生産

特性について、その経年変化メカニズムの検討を進める

とともに、その土砂生産メカニズムを考慮した土砂流出

数値計算の試行と改良点の検討を始めたいと考えている。 

また、砂防えん堤の地震応答特性については、引き続

きデータの収集・整理を行い，砂防えん堤の地震動観測

記録を用いた堤体・地盤の地震応答特性とともに，砂防

えん堤の耐震性の評価等について検討していきたいと考

えている。 
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STUDY ON THE METHOD TO EVALUATE THE RISKS OF THE POST SEISMIC SEDIMEN
T-RELATED DISASTERS IN MOUNTAINOUS CATCHMENTS 
 
 
Abstract ：In the F.Y.2007, the authors have investigated post-seismic sediment yield processes in the Imo River Basin where 
many landslides had occurred at the time of the Chuetsu Earthquake in 2004. In addition, the authors have also studied 
monitoring methods which would be suitable to watch natural dams. As a result, the following are clarified. 1) Some technical 
problems have been revealed to be necessary to be improved to watch natural dams against dam breaks; 2) Applicability of 
equipments to measure erosion of natural dams have been shown through some field experiments; 3) Post-seismic sediment 
yield processes have been shown as of the year 2006. 
 
Key words : sediment yield, sediment discharge, natural dam, seismic motion, the Imo river 
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